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１　はじめに
　近年，若者の自立と社会参加について関心が高まっている。背景には，いわゆるニートと
呼ばれる若年無業者の存在があり，その総数は63万人ともいわれている。（総務省2012）も
はや若者の自立と社会参加は個々人の問題ではなく社会的な視点での取り組みが喫緊の課題
となっている。
　一方，教育界においても平成18年に改正された教育基本法第２条には教育の目標の一つと
して「個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を培い，自負及び自律の精神を養
うとともに，職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと」が盛り込ま
れ，また，平成19年に改正された学校教育法第21条第10項は「職業についての基礎的な知識
と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力を養うこと」と定
めている。
　さらに，平成21年改訂の特別支援学校学習指導要領においても高等部の総則の中に「キャ
リア教育を推進すること」が盛り込まれたり，知的障害教育の専門教科に「福祉」が新たに
加えられたりするなど，障害者の自立と社会参加を推進するために特別支援教育においても
キャリア教育，職業教育に対する充実が図られている。
　それに伴い，知的障害特別支援学校高等部では近年専門教育を主とする学科（以降専門学
科と記載）の設置が進んでいる。視覚障害，聴覚障害の学科を除く専門学科の学科数と在籍
生徒数（いずれも専攻科を除く）の推移を見てみると平成20年度では学科数133，在籍生徒
4,903名（文部科学省2008）であったものが，平成24年度にはそれぞれ174学科，7,221名（文
部科学省2012）となり，４年間で41学科，2,318名の増設，増員が行われている。
　本学総合福祉学部の所在する千葉県においても知的障害特別支援学校の専門学科の設置が
進み平成９年に県内初の専門学科を置く千葉県立養護学校流山高等学園（当時）が開校して
⑴
知的障害教育における職業教育の骨格構造の提案
─ 高等部専門学科を中心として ─
澤　口　英　夫※　
※総合福祉学部　教授
淑徳大学研究紀要　第48号（総合福祉学部・コミュニティ政策学部）82
⑵
以来，平成25年度（５月１日現在）は計３校に10学科の専門学科が設置されている。また，
その他４校が普通科の中に職業コースを設置している。
　しかし一方で，作業学習と専門教科の実習（以降専門実習と記載）の違いや学校教育目標
や学科目標を達成するためにはどのようなカリキュラムが必要なのかといった，基本的なそ
して本質的なことについて，様々な研究会で議論の俎上に上ることも少なくない。
　これらの議論の根底には専門学科の教育課程の在り方やまた，従来行ってきた領域・教科
を合わせた指導である作業学習との関連や差異をどのように考えるべきかという共通する視
点がある。一方，各校における専門学科運営上及び指導上の検討課題の多くは専門学科の基
本的な教育課程において，領域・教科を合わせた指導ができること等，教育課程編成上，裁
量の範囲の広さが逆に方向性に不透明感を与え，教科・領域間の関係性の未整理が指導の一
貫性を損ねている可能性も否めない。
　本研究では，専門学科における職業教育の現状を関連する教科や企業の視点で整理し，知
的障害がある生徒の社会自立，職業自立に寄与する職業教育について考察し，専門学科にお
ける職業教育の新たな骨格構造について提案したい。
２　知的障害特別支援学校の職業教育
（1）これまでの経緯
　昭和38年２月に告示された学習指導要領は小学部・中学部のみであり，高等部について
は昭和47年10月に「養護学校（精神薄弱教育）高等部学習指導要領」が初めて示された。そ
の中で高等部の目標として次の２点が掲げられている。「（1）中学部における教育の目標を，
なおじゅうぶんに達成するとともにその成果をさらに発展拡充させること。（2）生徒の将来
の職業生活や家庭生活に必要な能力や態度を身につけさせること」（文部省1972）このこと
からも知的障害のある生徒の社会自立，職業自立を念頭に指導を行うことが高等部の大き
な目標であったことが理解できる。しかし，この時点では専門教科は示されておらず，教科
「職業」や「家庭」を中心に領域・教科を合わせた指導が行われていた。
　また一方で昭和54年に養護学校の義務化が実施され重度重複障害がある児童生徒の教育制
度がようやく整い，これ以降は比較的障害の軽い知的障害のある児童生徒の教育に次第に関
心が寄せられていった。このような時期を経て平成元年に学習指導要領が改訂された。
　この平成元年に示された盲学校，聾学校及び養護学校高等部学習指導要領で知的障害教育
における専門教科として「家政」「農業」「工業」が新しく示され，また専門学科設置が省令
（文部省1989）で整えられ，その後徐々に具体化することとなる。
　平成２年の時点での精神薄弱養護学校高等部における普通科以外の設置状況は農業２，機
械１，インテリア２，印刷１，工業関係４，家政３，被服１，その他18の合計31学科であ
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る。（文部省1990）さらに平成６年の時点でも同様に47学科であり，４年間で16学科の増加
となっている。（文部省1994）
　また，一方で「精神薄弱教育における職業教育は作業学習を中心に行われてきている」
（文部省1995）という実態があり，この時点での専門学科そのものが担っている職業教育の
比重はそれほど大きいものではなかったと推察できる。
　従来「高等部の場合には，作業学習を教育課程の中核に位置付けて，職業教育の充実を図
る必要がある」（文部省1992）とする教育が行われてきた経緯があり，また，「職業教育を主
とする学科においては，対象とする生徒の実態から考えれば，職業教育にかかわる各教科を
領域・教科を合わせた指導の形態である作業学習として指導することが望ましい」（文部省
1995）とされている。これは，専門学科で行う職業教育は作業学習によって進められるべき
であるという文部省の考え方を示したものである。
　専門教育を主とする専門学科において専門教科を中心とした指導ではなく，従来からある
領域・教科を合わせた指導である作業学習で指導するという背景には当時の専門学科の職業
教育上の意義やその指導方法が定着していないことがあると推察される。
　また，卒業後の就労率から当時の職業教育を考えてみると，学習指導要領が示された平成
元年の精神薄弱養護学校高等部（本科）卒業生の就労率は37.90％（文部省1989）であり平
成23年の27.4％（文部科学省2011）と比較しても高い水準にある。これは作業学習が一定程
度の職業自立に役割を果たしていることを示唆するものであり，前述の文部省の考え方の根
底には専門学科においても比較的指導実績のある作業学習の指導を踏襲して教育効果を高め
たいという意図を感じることができる。
（2）平成21年改訂の特別支援学校学習指導要領における職業教育
　平成19年４月より正式に特別支援教育がスタートし，障害がある児童生徒のみならず特別
な教育的ニーズを有する児童生徒一人ひとりに応じた教育を行うことがすべての学校に求め
られるようになった。そして特別支援学校においても従来の盲学校，聾学校，養護学校は複
数の障害種別を教育の対象とすることとなった。
　そのような状況のもと今回の学習指導要領の改訂がなされ基本方針の一つとして「社会の
変化や幼児児童生徒の障害の重度・重複化，多様化などに対応し，障害のある子供一人ひと
りの教育的ニーズに応じた適切な教育や必要な支援を充実する」（文部科学省2009b）ことが
挙げられ，その改善の観点の一つとしてとして「自立と社会参加に向けた職業教育の充実」
（文部科学省2009b）が示されている。
　その具体的な例として「知的障害者である生徒に対する教育を行う特別支援学校におけ
る職業教育を充実するため，高等部の専門教科として『福祉』を新設した」（文部科学省
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2009b）ことや「地域や産業界と連携し，職業教育や進路指導の充実を図る」（文部科学省
2009b）ことが明記されている。
　また，主として専門学科において開設される各教科について「専門教科の履修によって
……中略……生徒に履修させる各教科の履修と同様の成果が期待できる場合においては，そ
の専門教科の履修をもって，すべての生徒に履修させる各教科の履修に替えることができ
る」（文部科学省2009c）としている。この扱いや例えば教科「職業」と専門教科を合わせて
指導することなどを活用することで専門学科において専門教科を中心とした柔軟な教育課程
を編成し学校教育目標の達成や生徒一人一人にきめ細かく対応する指導の実践に大きく寄与
することができる。
　職業教育について文部科学省は「職業教育は，一般に特定の職業に就くために必要な知
識・技能及び態度を身につけることができるようにすることを目的とするが，知的障害のあ
る生徒の教育においては，将来，自立し社会参加することを目指し，職業人としてだけでは
なく，社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身につけるようにすることを
目的とするところに特色がある」（文部科学省2009b）とし，高等学校専門学科における職業
教育やいわゆる職業訓練とも異なった立場の解釈をしている。
　このことは知的障害のある生徒が社会自立，職業自立していくためには専門学科に在学中
の生徒であっても特定の分野の知識，技能，態度の習得のみならず社会人としての基本や職
業人としての基本を身につけることが教育上重要であるということを示唆している。
３　知的障害者雇用企業からの視点
　前述のような知的障害教育領域の考え方に対して，受け入れ側である労働界や企業は知的
障害者の雇用に関してどのように考えているかを概観する。
（1）就職をめぐる現状と専門学科
　ここ数年の民間企業における障害者実雇用率の推移を見てみると，平成21年に初めて1.6％
を超え1.63％となり，平成24年では1.69％とほんのわずかではあるが上昇し過去最高を記録
している。（厚生労働省2012）また，障害者雇用促進法の改正に伴い平成25年４月からは障
害者の法定雇用率が0.2％引き上げられ，50人以上の民間企業では2.0％となり，障害者就労
支援の立場からは若干の追い風となっている。また，特例子会社数も平成24年６月１日現
在，349社（前年より30社増）で，知的障害者は8384.5人雇用されている。（厚労省2012）し
かしながら平成24年度の特別支援学校高等部（本科）卒業生の就職率は25.0％であり（文科
省2012），依然低い水準である。
　本学総合福祉学部のある千葉県において特別支援学校高等部卒業生（本科）の平成24年度
知的障害教育における職業教育の骨格構造の提案 85
⑸
卒業生の就職率は34.0％（千葉県教育庁2013）で全国平均を上回っている。さらに知的障害
特別支援学校高等部の卒業生に限定してみると就職率は37.4％であり（表１参照），さらに
高い値を示している。しかし，この就職率を専門学科と普通科で分けてみると，専門学科卒
業生の就職率は85.9％という高い値を示すものの，それ以外の普通科卒業生では25.8％とな
る。（平成25年度「千葉県の特別支援教育」１特別支援学校の現状Ｐ７より筆者が算出）
　この就職率の明らかな差の理由は様々あると考えられるが，結果として専門学科の卒業生
の多くは就労という形での社会参加を果たしていると言える。
表１　平成24年度千葉県公立特別支援学校高等部卒業生数と就職率
（知的障害特別支援学校）
専門学科　＊１ 普通科 合計
就職者数 134人 168人 302人
卒業者数 156人 651人 807人
就職率　＊2 85.9％ 25.8％ 37.4％
＊１　県立特別支援学校流山高等学園と県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校
＊２　平成25年度千葉県の特別支援教育（千葉県教育委員会）より筆者が算出
（2）企業の求める人物像
　障害のある生徒の自立と社会参加は特別支援教育の目的の一つである。障害のある児童生
徒が持てる力を十分に発揮し自分の可能性を伸ばし一人ひとりの人生を豊かに過ごすことは
大変重要であり，また，可能であるなら就労という形での社会参加が望まれるところでもあ
る。
　各特別支援学校においては生徒一人一人に個別移行支援計画を作成し「学校から社会へ，
生徒から社会人へ」の移行が円滑に進むよう指導を充実させている。また，「産業現場等に
おける実習」などを経て生徒は自分の将来を具体的に考え，また，「産業現場実習等におけ
る実習」はそれにかかわる教職員にも様々な学びの機会を提供している。「産業現場等にお
ける実習」での企業側からの評価には学校にはない視点からの指摘が多々含まれており，そ
れを生徒の課題解決へ向けて新たな指導の視点とすることとなる。この「新たな指導の視点
が得られる」ということは強いて言うなら企業側と学校側との間に目指す生徒像や教育目標
の設定等に若干の意見や捉え方の相違が根底にあるということでもある。
　東京都社会福祉協議会（2007）は知的障害者就労支援研究報告書に企業が知的障害者を雇
用する際及び雇用継続にあたって重視する点について以下のように報告している。（表２，
表３）
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表２　知的障害者を雇用する際に重視していること（複数回答）単位％
 出典　東京都社会福祉協議会（2007）知的障害者就労支援研究報告書
表３　知的障害者の雇用を継続するうえで重要なこと（複数回答）単位％
出典　東京都社会福祉協議会（2007）知的障害者就労支援研究報告書
　この調査によれば，知的障害者を雇用する際に重視していることは「時間を守ること」
「指示理解，質問ができる」「挨拶，報告」ということになる。また，雇用を継続するうえで
重要なこととして「労働の意義の理解」「失敗時の報告や相談」「コミュニケーション」など
が挙げられている。
　低い値を示したものとして雇用時においては「黙々と仕事する」「技術を身につけている」
などが，また，雇用の継続に関しては「作業スキルの向上」などがあげられる。
　企業側の雇用時に求める力を推察すると以下のように集約できる。
①日常生活の基本が身についていること
②コミュニケーション力
③社会性（挨拶，報告）
また雇用継続に関しては以下のように集約できる。
0 10 20 30 40 50 60 70 
64.7 
50.6 
57.8 
13 
35.8 
44.8 
64 
27.2 
15.7 
5.7 
時間がきちんと守れる
挨拶がきちんとできる
わからないことがあったら，質問ができる
しゃべらないで黙って仕事ができる
他の社員と適度な会話ができる
必要なことが報告できる
指示したことを理解できる
長時間働ける体力がある
パソコン操作などの技術を身につけている
その他
0 10 20 30 40 50 60 
53.9 
22.3 
47.7 
40.6 
49.2 
46.8 
27.2 
22.1 
4 
作業スキルが向上している
他の社員とのコミュニケーションが良好
生活習慣が安定している
失敗したときに報告や相談ができる
指示や注意を前向きに受け止められる
体調管理に気をつけ無理をしない
自分の希望や願いを素直に伝えられる
その他
労働の意義を理解し，就業に対する意欲が持続
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①適切な勤労観，職業観を持っていること
②責任感
③コミュニケーション力
　改めて上記の項目を見てみると職に関する技術より，いわゆる従業員として基本的資質を
持っている人材を求めていることが分かる。日本の雇用は終身雇用制度が定着しており，企
業においてスキルアップして転職を繰り返すという勤務形態はごく少数である。新入社員に
基本的な資質さえあれば必要なことは企業が企業内で教えるという一種のOJTが多くの企
業で行われている。前述の調査結果は障害者雇用の現場においてもこのことが反映されてい
ると考えられる。
　また，これらの雇用時，雇用継続に必要な力をどのように特別支援学校で指導していくか
ということを考えると，特に専門学科でなければ指導できないという項目はない。むしろ領
域・教科を合わせた指導や学校教育全体で指導する内容が多く含まれていることは注目すべ
きことである。
４　教科「職業」と専門教科の担っているもの
　前述のように企業が知的障害者に求めるものは従業員としての基本的資質である。これら
は学校教育全体で指導することが必要であり，特定の教科や時間のみで指導できるものでも
ない。知的障害特別支援学校において指導している教科や領域は学校教育法施行規則に定め
られているが，社会自立，職業自立に関連の深い教科についてその意義と役割を考察する。
（1）教科「職業」の役割
　知的障害特別支援学校卒業生の就職先について以下のような報告がある。（東京都社会福
祉協議会2007）
表４　卒業時就職者の職域（過去５年間の卒業生）
出典　東京都社会福祉協議会（2007）知的障害者就労支援研究報告書
8.8% 
17.5% 
15.1% 
16.1% 
22.9% 
19.7% 
事務
物流
製造
小売販売
飲食厨房
サービス
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　この報告によれば，「事務系」が年々増加傾向にあること，「製造業」「小売販売」がやや
減少傾向にあること，６つの職域にほぼまんべんなく就職していることなどが示されてい
る。（東京都社会福祉協議会2007）
　この報告は調査対象が専門学科に限定されたものではないが，「東京都内知的障害特別支
援学校高等部進路指導担当者を対象とした卒業生（過去５年間分）移行状況調査：27校の進
路指導担当者による4,365名を対象とした調査」（東京都社会福祉協議会2007）であることを
鑑みれば，このような職域の広がりは知的障害がある生徒の全般的な就職状況の特徴である
と言える。
　企業が就職時の生徒に求めるものはいわゆる「従業員としての基本的資質」である。この
ことは専門教科ではなく「勤労の意義について理解するとともに，職業生活に必要な能力を
高め，実践的な態度を育てる。」（文部科学省2009c）という教科「職業」の目標に関係が深
い事項でもある。
　教科「職業」と就労率や定着率に関して，磯野（2008）は，知的障害特別支援学校高等部
のうち調査協力を得られた学校（297校）の「６割を超える学校（192校）では，日課表上に
「職業」の時間がない」ことを明らかにし，この教科「職業」の時間の有無と就職率と定着
率（卒業３年後）の関係を次のように報告している。
　「『職業』の授業がある学校とない学校での違いを見てみると，定着率，就労率ともに『職
業』の授業がある学校がない学校を上回っていた」また，「『職業』の内容のうち特に重点的
に指導している内容については，『働くことの意義について』を１番重要，『進路選択のため
の職業の理解に関すること』を２番目に重要と考えている学校が多かった」（磯野2008）と
している。
　また，国立特別支援教育総合研究所（2005）は職業教育の指導について「職業学科であっ
ても，企業就労につながる作業技術や知識を育てることを指導目標とする割合は低いようで
あるが，職業学科と普通科コース制の比較から，普通科コース制のほうが企業就労につなが
る作業技術や知識よりも，働く意欲や興味・関心に重点を置いた指導をしていることがうか
がえる」と報告している。
　このことからも就労を通じて社会参加する力を育てるうえで職業生活の基礎的な部分の充
実を図ることは重要であり，そのような意味において教科「職業」は重要な位置を占めてい
ると推察できる。
（2）専門教科の役割
　次に専門教科は生徒の社会自立，職業自立に関してどのような役割を果たしているのか検
討したい。
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　例えば知的障害特別支援学校高等部の専門教科「農業」の目標は「農業に関する基礎的・
基本的な知識と技術の習得を図り，農業の意義と役割に理解を深めるとともに，農業に関す
る職業に必要な能力と実践的な態度を育てる」（文部科学省2009c）である。一方，同じ教科
名であるが高等学校の教科「農業」についての目標は「農業の各分野に関する基礎的・基本
的な知識と技術を習得させ，農業の社会的な意義や役割について理解させるとともに，農業
に関する諸課題を主体的，合理的に，かつ倫理観を持って解決し，持続的かつ安定的な農業
と社会の発展を図る想像的な能力と実践的な態度を育てる」（文部科学省2009a）である。ま
た，「農業科は，農業に関する各科目の学習により，系統的な知識，技術を身につけ，地域
農業や地域社会の発展に貢献し，持続可能な社会の形成と発展に寄与する人材の育成をねら
いとしている」（文部科学省2010）とも述べている。
　またここでは「農業の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得」（文部科学省
2010）することは「農業における将来のスペシャリストとして必要な専門性の基礎的・基本
的な知識と技術を確実に身につけさせることである」（文部科学省2010）と，専門家の育成
を重要視している。後期中等教育において広く農業分野の人材を育成していくことは不可欠
であり，そのような意味での教科の目標やその解説としてふさわしいものとなっている。
　知的障害教育の各専門教科の目標は「基礎的・基本的な知識と技術の習得を図り」（文部
科学省2009c）それぞれの分野に「関する職業に必要な能力と実践的な態度を育てる」（文部
科学省2009c）である。文言を比較すれば高等学校と特別支援学校の専門教科の目標は近似
性があると言えるが，前項で述べたように知的障害教育の職業教育は「職業人としてだけで
なく，社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身につけることを目的」（文
部科学省2009b）としていることを考えると，専門教科を単に専門知識を身につけるものと
捉えることは適切ではない。専門教科を知的障害教育において社会自立，職業自立を目指す
職業教育を主とする教育課程にどのように位置づけるべきか，在籍生徒の様子や地域性など
を鑑みて十分な検討が必要になってくる。
　多くの知的障害特別支援学校専門学科の教育現場では専門教科を実習という形で学習して
いる。そこではその専門教科に関する授業を通して生産活動やサービス技能の向上を図って
おり，その質的レベルは作業学習のものより上位を目指していることが多い。これは単に専
門学科在学生徒の知的能力が高いということではなく，多くの専門学科が目標として掲げて
いる「適切な勤労観，職業観の育成」や「社会自立，職業自立」を目指していることと深い
関係がある。将来，就労という形での社会参加を目標とする職業教育を推進するためにはお
のずと，社会や企業との連携が必要になってくる。「産業現場等における実習」だけでなく，
日々の教育活動において社会とつながり職業に必要な能力と実践的な態度を育てることを通
して，社会で通用する社会人や職業人としての基礎的・基本的な力を実践に耐えうる力とし
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て養うことは専門学科のより高い専門性を追求する中で可能となる。
　換言すれば専門教科の高い専門性を身につける様々な学習過程において社会と常につなが
る必然性が生まれ，そのことが職業教育の質を向上させ，知的障害のある生徒の社会人，職
業人としての基礎・基本を社会で通用するレベルまで引き上げていると言える。高い就職率
は専門教科の知識や技術で支えられているものではなく，社会に通用する高い専門性を追求
する教育課程の中で磨かれた基礎的・基本的な力が支えていると推察できる。
（3）学科間の独自性と共通性
　就労を目指す教育課程の中で教科「職業」と専門教科との関係は前述の通り，企業の求め
ている就職時の力の多くは教科「職業」の目標と密接な関係が認められている。一方，専門
教科においては「基礎的・基本的な知識と技術の習得を図り」（文部科学省2009c）それぞれ
の分野に「関する職業に必要な能力と実践的な態度を育てる」（文部科学省2009c）という学
習活動を通して教科「職業」と関連の深い基礎的・基本的な力を一般社会や企業の求めるレ
ベルまで押し上げる役割を担っていると言える。
　このように考えると，知的障害教育では様々な学科において学科の独自性と共通性を整理
して考える必要がある。
　学科の独自性についてはその分野の民間資格や公的資格を目指すことを始め，専門的な知
識や技術の習得を図り，実践的な態度を養うことにある。専門学科の卒業生の中にはその学
科で培われた技術を高く評価され就労に結びついた例も多々ある。このようなケースであっ
ても，従業員としての基本的資質がありその上に積み上げられた「専門性」ということが評
価されたものであり，決して技術力のみの評価ではないことは明らかである。いずれにして
も３年間の在学期間の中で専門教科を学び，その専門分野の知識や技術を高め，所属生徒が
専門教科に関する職業観を培うことは専門学科の独自性であるといえる。
　一方，学科間の共通性については，概括的にとらえれば教科「職業」で示されている目標
の達成度の向上ということになる。しかし，専門学科には様々なものがあり，そこで行われ
ている実習も多種多様である。「農業技術科」や「工業技術科」のように生産にかかわる活
動のものや「流通・サービス科」や「福祉科」のようにサービスが主体となっているものま
で，学習の内容や形態はさまざまである。
　このような状況であっても，就労する上での基礎的・基本的な力の育成は学科間に差が
あってはならない。ましてや，学科間に就職率に有意な差が生じることは学科における教育
活動そのものに疑念を保護者に抱かせることにもなる。どの学科に在籍していても基本的な
力は同様に習得できなければならない。就労するうえでの基礎的・基本的な力の育成が学科
の共通性であるといえる。
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５　職業教育の骨格構造
（1）階層性と骨格構造
　知的障害特別支援学校専門学科の学校説明会等では「将来，園芸や農業に子どもを従事さ
せるつもりはないのですが，園芸技術科では何を学ぶのですか？」であるとか，さらに「入
学する学科によって身につくことにどんな違いがありますか？」など保護者から熱心な質問
が出されることも珍しくはない。知的障害教育の職業教育は専門教科においてその職業を必
ずしも目指していないことが保護者に専門学科の教育の目標や内容を理解しづらくしている
ことは想像に難くない。
　一方で指導している教職員にもこれらの質問に明確に答えられる人はそれほど多くないこ
とを筆者は経験的に把握している。また，専門学科での指導が初めての教職員は今まで指導
してきた作業学習との関連や差異について指導上の整合を図ることに困惑しているケースも
散見されている。
　専門学科において指導すべき教科や領域を平面的に羅列してそれぞれの授業時数等を決定
しただけでは効果的な教育は望めない。高等部３年間という時間軸で検討することや目標や
指導方法を階層性の点から検討することも必要である。
　知的障害特別支援学校専門学科での実際の指導は学科単位の実習が中心となっていて，あ
る意味，学科の独立性が保たれている。このことはその学科独自の取り組みを専門的に進め
るうえでは正の要素として働くが，反面，他の学科の取り組みが見えづらかったり，評価基
準が学科によって異なったりする危惧をはらんでいることでもある。学科間の評価基準の差
は本来あってはならないものであるが，往々にして指導者の経験によって蓄積された勤労観
や職業観の影響を受けていることが多い。生徒に求めるレベルが学科間で差があったり，指
導者によって異なったりしていることがあるとすれば，生徒の混乱を増加させていることに
他ならない。また，教科の面から言えば職業教育に関係の深い教科の目標や内容を実際の専
門実習にどのように取り入れ，教科間の連携を強化するかといったことが常に課題になって
いる。
　このようなことを避けるために各学校では校内研究会を開いたり研修会を行ったりしてい
るが，そこではそれぞれの専門教科の指導を通して学校教育目標を達成するための学科横断
的な共通の議論の視点が必要となる。この学科共通の議論の視点は前項の学科の独自性と共
通性を教職員間で共通理解することでもあり，専門学科の教育課程を横断的に指導の視点か
らとらえ直すということでもある。
　ここでは今までの議論を踏まえ知的障害特別支援学校の専門学科の職業教育における指導
の階層性と骨格構造を新たに提案したい。
　これは専門学科において行われる教育のすべての内容を大きく３領域化して捉えることで
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各専門教科と教科「職業」の連携の在り方や教育課程充実のための議論の共通的視点を得よ
うとするものである。
表５　知的障害教育における職業教育の階層性
①職業専門力
　（専門教科中心）
　専門教科に裏付けられているその学科やコースの学習
によって養うことができる専門的な知識や技能。
　その分野での就労を目指せる専門的な知識・技能・態
度や，技術的な資格や免許等の取得に結びつく力
②職業基礎力
　（専門教科，教科「職業」中心）
　就労するうえで求められる社会人，職業人としての基
礎的・基本的な力
　企業就労する際に最も重要視される力。労働の意義を
理解し，責任を持って職務を遂行し社会人としての自覚
のもと職場でのコミュニケーションや人間関係を良好に
保つ力
③自立基礎力
　（全ての領域・教科）
　身辺自立や基本的な生活習慣など社会人として自立的
に生活するうえで必要な力
　職場以外の生活を含めて，自分自身の生活全般におい
て必要な事柄を自立的に行える力。食事や清潔などの身
辺処理のみならず，金銭管理，基本的なコミュニケー
ション能力，規範意識の保持等，社会人としての基本と
なる力。
上記の３つの力を図示すると下記のようになる。
（2）骨格構造の意義
　各学科を含めた職業教育全体をこのように捉えることの意義は次のようなことにある。
職業専門力
職業基礎力
自立基礎力
その学科やコースの専門
教科の学習で身につく力
どの学科、コースで学んで
も共通して身につく力
学校教育全体を通
して身につく力
図１　知的障害教育における職業教育の骨格構造　　　　　　　　　
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第１に職業教育に関する教育課程全体を見通し生徒理解を促すことができ，その指導を一体
的かつ階層性を持って行うことができる。
　特別支援学校では教育課程を編成する際に学級経営案や学科経営案を作成している。そこ
にはそれぞれの経営目標が記載され，指導の重点や望ましい生徒像が記載されている。しか
しながら，それぞれの目標や望ましい生徒像について学級や学科を超えて議論をすることは
そう多くはない。それぞれの立場での生徒理解が優先してしまいがちである。
　このような現状を踏まえると，この「骨格構造」はその学校の目指す生徒像の具現化に関
して各学科横断的に議論をする場合において有効である。それぞれの学科において生徒に求
める「自立基礎力」や「職業基礎力」は何であるのか，議論しそれぞれの構成要素や下位項
目を明確化することは学校教育目標を達成するうえで大変重要である。これらのことを共通
理解することで学科を超えたその学校の特色ある教育課程が編成できる。
　また，「自立基礎力」や「職業基礎力」の議論を経てそれぞれの構成要素や下位項目を共
通理解することで，そのような力を各学科ではどのように学科の独自性を生かしながら達成
するかという指導の視点を得ることにつながる。　
　第２に３領域の力それぞれの力の構成要素や下位項目を設定すれば，その下位項目は個別
の指導計画や通知表の評価基準として活用できる。
　このように指導の視点と評価の視点を一致させ全校的に共有することで，一貫性や計画性
のある学校教育の推進に貢献できる。
　また，さらにそれぞれの構成要素や下位項目に対し３段階の達成度の基準を設ければ，評
価表やチェック表として活用しやすくなり生徒の全体像の把握やその学年の目標の目安とし
ても活用できる。
　自立基礎力の一例をあげれば以下のとおりである。
表６　自立基礎力の例
３領域の力 構成要素または下位項目（例） １段階 ２段階 ３段階
自立基礎力 １　挨拶 教師から挨拶す
れば返すことが
できる。
自ら進んで挨拶
できる。
挨拶する相手に
応じて，正しい
言葉づかいで挨
拶できる
２　服装 服装の乱れを指
摘されれば直す
ことができる。
友人の服装など
を見て自ら不適
切な部分を直す
ことができる。
作業や場にふさ
わしい服装を自
ら整えることが
できる。
３　以下省略 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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６　実践事例　千葉県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校の取り組み
　つるまい風の丘分校は千葉県中央部の山間部に位置する高等部単独の専門学科を有する千
葉県立市原特別支援学校の分校である。本校からはおよそ15㎞離れている。学科は園芸技術
科と流通・サービス科の２科で構成されており，園芸技術科には農業コースと園芸コース，
流通サービス科には情報コースと流通コースがある。各学年の学科定員はそれぞれ16名であ
り，分校全体の生徒の定数は96名である。（千葉県立市原特別支援学校2012a）
　平成22年度に開校し「社会自立を目指すための教育課程づくり」を研究テーマに掲げ実践
研究を積み重ねてきた。筆者は分校設置初年度より研究会講師として職業教育を構造化する
実践にかかわってきた。その実践研究を年度ごとに紹介する。
（1）平成22年度の取り組み
　初年度の研究テーマとして「社会自立を目指すための教育課程づくり」を挙げ，研究の目
的を「社会自立を実現するための力を習得するために有効な教育課程を編成するとともに，
それに基づく指導内容及び指導方法と，実践のための行動計画について明らかにする」（千
葉県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校2010）としている。
　また，年間に研究全体会を３回計画し，以下のようなテーマで協議を行っている。
　第１回全体研究会テーマ「教育課程を見直すにあたって」，第２回研究会テーマ「教育課
程作りに向けて押さえる点とは」，第３回全体研究会テーマ「授業研究」
　全体的には初年度ということもあり，「専門教科・領域・教科の横断化を図りながら，生
徒の実態や特性，分校の設置目的及び卒業後の進路，さらには地域の実情を踏まえた，教育
課程の見直しを図る」（千葉県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校2010）という視点で
の研究協議が行われた。
　平成22年度の研究報告書では「今年度は研究テーマに迫るまで至らず，テーマに向けての
土台作りの年であったが，成果としては，教師間で職業教育について理解が深まったこと
と，専門教科における，教育の全体像（グランドデザイン）が見えてきたことである」（千
葉県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校2010）と締めくくっている。
　筆者はこの年度のすべての全体研究会に参加した中で，教職員の分校着任までの経歴は多
様であり，特別支援教育が初めての教員，知的障害特別支援学校で作業学習の指導経験が長
い教員，新採用で教育現場が初めての教員等多様な人材が指導していると感じた。この多様
性は研究会で意見の広がりや多くの気付きをもたらしたが，反面，教育観や指導観の違いを
感じる場面でもあり，意見の集約の困難さにもつながった。また，つるまい風の丘分校が千
葉県内では２番目の知的障害特別支援学校高等部専門学科の設置とあって職業教育や専門学
科での教育について教職員それぞれの思いが交錯し共通理解を図ることが喫緊の課題であっ
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た年度だったといえる。
（2）平成23年度の取り組み
　平成22年度の研究報告書では来年度の課題として「来年度は専門教科の指導計画の企画，
編制と合わせて，その他の教科についても研究を進め，学校教育全体の構造化を意識しなが
ら，社会自立をめざすための教育課程について研究を深めていく」（千葉県立市原特別支援
学校つるまい風の丘分校2010）としている。
　それを受け平成23年度の研究のメインテーマは昨年同様としながらもこの年度は「職業基
礎力を考える」をサブテーマとして挙げている。そしてこのテーマについて「今年度は社会
自立に向けてより良い実践的な態度を育てるために，どの職業についても働ける力とは何か
を考えていくことが，充実した教育内容を作っていく礎になると考えた。」（千葉県立市原特
別支援学校2011）としている。
　昨年度は多様な意見をどのように集約するかという模索が続いたこともあり，議論を整理
し共通理解を図るため前述の「職業専門力」，「職業基礎力」，「自立基礎力」という３領域を
示し，一定の枠組みを設けて議論をその俎上に載せるべく助言した。
　これにより，一定の視点からの議論が活発になり，成果としてつるまい風の丘分校の考え
る職業基礎力が下記の11項目に整理され共通理解がはかられた。
表７　千葉県立市原特別支援学校つるまい風の丘分校の職業基礎力
番号 項目 番号 項目
１ 身だしなみ ７ 時間の意識（効率）
２ 挨拶 ８ 意欲
３ 返事，報告，質問 ９ 根気強さ
４ 言葉づかい 10 責任感
５ 協力 11 集中力
６ 指示理解（正確性）
出典　千葉県立市原特別支援学校（2011）研究報告書
　これらの項目について，生徒の具体的な姿を明らかにし，それを踏まえどのように指導す
べきかという観点で授業研究が行われた。さらに各項目について卒業時の姿として望ましい
ものを考える過程で，各項目における達成段階を３段階に設定していくことが試みられた。
この３段階に設定するということは各学年の指導の指標となる役割も担っている。
　この年度の研究報告書では「職員全体が分校でどのような生徒を育てていきたいかという
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ことについて考え，意見を共有することができたのは大きな成果であった。改めて同じ視点
や方向性を持って指導する大切さを感じることができた」（千葉県立市原特別支援学校2011）
としている。
　これは一定の枠組みの中で共通の視点を持ち議論することによって協議の充実が図られた
ことを示唆している。
（3）平成24年度の取り組み
　平成24年度の研究のメインテーマは引き続き一昨年，昨年と同様であるが，「職業基礎力
および職業専門力を考える」をサブテーマとして設定している。テーマについては報告書の
中で「職業基礎力一つ一つの項目について３段階に分け，段階別に指導及び評価できるよう
各コースで話し合いを進めている」（千葉県立市原特別支援学校2012b）としつつ，初めて
の卒業生輩出年度にあたるため「各コースで身につけられる専門的な力が何であり，社会自
立にどう役立つのかということを整理し，まとめていきたい」（千葉県立市原特別支援学校
2012b）としている。
　「職業基礎力については，『どのコースでも『○○○』の力を身につけることができる』と
いう考え方を再確認するとともに，就労に必要となる力を検証し，11項目の精選を図った。
また，カテゴリー化を図り，『日常生活』『コミュニケーション（社会性）』『作業態度』の３
つの側面からまとめた」（千葉県立市原特別支援学校2012b）とし，また「それぞれの要素
を評価の観点として取り入れ，これまでコースごとに異なっていた通知票の評価項目につい
ても見直し，４コース共通の評価項目として14項目に改めた」（千葉県立市原特別支援学校
2012b）としている。上記は職業基礎力がどのコースに所属していても共通して育まれる力
であるという観点から議論がなされ得られた結論である。
　また，職業専門力については「技術そのものではなく，それを身につけることによって獲
得できる力」（千葉県立市原特別支援学校2012b）とし，「職業専門力を単なるスキルアップ
としてとらえるのではなく」（千葉県立市原特別支援学校2012b）それらを習得する過程で得
られる様々な能力を職業専門力としている。
　この年度は研究の区切りの年度でもあり，この年度の研究報告書は課題も指摘している。
まず「就労に必要とされる基本的な力の指導が不十分である」（千葉県立市原特別支援学校
2012b）ことを指摘している。このことは３領域の項目や３段階の指導の目安を日々の授業
実践にどのように活用していくかという指導力の課題として考えるべきものである。これに
ついては様々な要因が考えられる。教職員の指導のベクトルの同一性の問題，指導頻度の問
題などが考えられるが，個別の指導計画を活用し，各生徒の課題や指導の重点を教職員間で
共有し学校生活のあらゆる場面で一体的に指導を行うことで生徒の変容が期待できるもので
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ある。特定の時間や場所で指導すべきものととらえてしまうと変容が認められないと考えて
しまいがちになる。長いスパンで指導と評価をするという観点も必要である。
　次に「職業基礎力，職業専門力の項目が多すぎてすべてを指導しきれなかった」（千葉県
立市原特別支援学校2012b）ことを指摘している。この原因として報告書ではそれぞれの項
目の「共通理解が十分でなかった」（千葉県立市原特別支援学校2012b）ことを挙げ，それぞ
れの「項目はあくまで指標であり，指導目標や手だてについては生徒の実態に合わせたもの
でよいという共通理解を改めて行う必要がある」（千葉県立市原特別支援学校2012b）と対応
を示唆している。
　これは生徒の実態に応じ柔軟に指導項目を選択し重点化して指導することが必要であるこ
とを示している。例えば職業基礎力の11項目についてすべて卒業までに３段階レベルに到達
することは望ましいことではあるが，すべての生徒のそれを求めるのではなく生徒の教育的
ニーズに応じて項目同士の関連性や近似性等を勘案しながら指導の重点項目を設けていくこ
とで，結果的には多くのものが身に付き，社会自立，職業自立に近づくことができると考え
られる。
７　おわりに
　本稿は職業教育の基本的な構造を明らかにすることを本意とするものではない。
　知的障害教育における職業教育は障害のある生徒の自立と社会参加を目指し長い実践の歴
史がある。現在の職業教育は様々な研究や実践が積み重ねられたその上に成り立っている。
そのような意味では基本構造は凛然とあるといってよい。
　一方，知的障害特別支援学校の専門学科の教育現場ではより良い教育実践を求めて様々な
研究協議が行われている。研究協議では教育課程やより細部の教育実践についての議論にな
ると教職員の様々な考えや教育的な価値観が交錯し議論が白熱することもしばしばである。
しかしながら，白熱した議論のすべてが実りの多いものであっとは限らない。中には意見の
違いを確認しただけで終わったものも少なくない。
　このような状況を払拭し実りある協議をするために一定の枠組みと協議の方向性を示す
ツールが必要であると考え，本稿は職業教育の議論を円滑に行い教育課程の充実に資するた
め新たな枠組みを提案したものである。
　本稿で取り上げた「職業専門力」「職業基礎力」「自立基礎力」の３領域については骨格構
造として示すことで，それぞれの内容は各学校の特色を踏まえた議論を経て決定されていく
と考えている。この議論の過程で学科横断的な職業基礎力についての議論がなされれば，こ
の職業基礎力は就労実現の大きな原動力となることができる。また，職業専門力を議論する
過程で学科経営の本質を理解することにもつながり，また，場合によっては教職員自らの専
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門教科に対する専門性と向き合うことにもなる。
　今後３領域の力を明確化するために知的障害特別支援学校高等部専門学科の教育課程や学
科目標などの事例を収集し，３領域の視点で類型化していけば各領域の中核的な項目が明ら
かになると考えられる。
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A Proposal for a Basic Framework for Vocational Education in 
Special Needs High Schools for the Intellectually Disabled
SAWAGUCHI, Hideo　
　This paper sets out a new outline for vocational education at special needs schools for the 
intellectually disabled. It is hoped that this will stimulate further discussion and research in the field.
　The study addresses the structure of three basic areas of education: “Vocational Expertise” , “Basic 
Vocational Skills” and “Basic Life Skills” which are further defined below.
Vocational Expertise: professional knowledge and/or skills which can be obtained by taking special 
courses or subjects in the field.
Basic Vocational Skills: basic skills expected of an adult member of society in order to be employable.
Basic Life Skills: The basic skills required to live an independent life as an adult including personal 
care and daily routine.
　In particular, the author feels that “Basic Vocational Skills” is a key concept for further research 
and discussion forming a base and a foundation between schools and work and for the development of 
vocational education in the school system as a whole.
